静岡市産業廃棄物処理施設等の維持管理に関する指導基準

	共通基準
	計画

	ア 囲い等の管理
1 施設の周囲に設置した囲い及び門扉が破損したときは、速やかに補修すること。 
2 出入口は、作業終了後、作業員の不在時等には閉鎖し、確実に施錠すること
	

	イ 表示等の管理
1 中間処理施設であることを表示する立札その他の設備は、常に見やすい状態にしておくこと。
2 表示事項に変更を生じた場合は、速やかに書換え等の必要な措置を講ずること。 
3 立札その他の設備が破損したときは、速やかに補修すること。
	

	ウ　搬入道路の管理
① 搬入道路の交通安全には、常に留意すること。
② 搬入道路は、常に清掃し、清潔の保持に努めること。 
③ 搬入道路は、必要に応じて補修すること。
	

	エ 消火設備の管理
1 消火器その他の消火設備は、常に十分な管理を行い、所定の能力が発揮できるよう 点検・整備を行うこと。
2 管理事務所、焼却施設等の特定の場所を除いて、火器の使用を禁止すること。
	

	オ　搬入時の確認
1 搬入される産業廃棄物に係る排出事業者、品目等について、常に契約書、マニフェスト等により確認し、これらが不明の場合は、受け入れないこと。
2 中間処理できる品目以外の産業廃棄物が混入されないよう排出事業者及び収集・運搬業者との連絡を密にし、管理体制を確立しておくこと。 
3 県外から搬入される産業廃棄物については、静岡市産業廃棄物の適正な処理に関する条例（平成21年静岡市条例第６号）に基づく事前協議内容と相違のないことを確認 すること
	

	カ 放流水の検査
1 施設からの排水（雨水及び生活雑排水を除く。以下同じ。）を公共用水域に放流する場合は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号。以下「省令」という。）第12条の６第８号に定める水質検査を次により実施すること。 (ｱ) 放流水の水質が別表１に定める基準に適合するように維持管理すること。 (ｲ) 水質検査の回数は、年間の変動に配慮して、年１回以上行うこと。 
2 水質検査の結果に異常があるときは、直ちに作業を中止し、市長に報告するとともに、原因調査その他の必要な措置を講ずること。
	

	キ　事故の防止
事故の発生を防止するため、常に巡回監視及び点検を実施すること。
	

	ク　雨水等の流入防止等
1 施設内に外部から雨水等が流入しないよう必要な措置を講ずるとともに、施設内の産業廃棄物が雨水等と接触して汚水が流出することのないよう必要な措置を講ずること。 
2 施設からの排水は、地下浸透による排出をしないこと。
	

	ケ 管理事務所
1 事務所内の見やすい場所に、処理工程図を掲示すること。 
2 施設の維持管理に係る措置の記録、帳簿、マニフェスト等を常に備え置いて、適切に保存すること
	

	コ　協定の遵守
地域の組織等との間に生活環境の保全に関する協定を締結したときは、これを遵守して維持管理すること。
	

	サ アからコまでに掲げる事項のほか、必要な基準は、省令第12条の６各号に定めるところによること。
	

	個別基準（焼却施設）
	計画

	①　火災の発生を防止するため、施設及び設備について耐熱性又は難燃性を考慮した材料を防止するとともに、産業廃棄物の引火性及び易燃性を考慮した配置を行うこと。
②　①に掲げる事項のほか、省令第12条の７第５項（ガス化燃焼方式のものにあっては、省令第12条の２第６項）に定める基準によること。
	

	個別基準（廃油の油水分離施設）
	計画

	①　アの①の例によること
②　①に掲げる事項のほか、省令第12条の７第７項に定める基準によること。
	

	個別基準（廃酸又は廃アルカリの中和施設）
	計画

	①　中和処理により発生した汚泥等は、処理に支障を来たさないよう定期的に清掃すること。
②　①に掲げる事項のほか、省令第12条の７第８項に定める基準によること。
	

	個別基準（水銀又はその化合物を含む汚泥のばい焼施設）
	計画

	①　アの①の例によること
②　①に掲げる事項のほか、省令第12条の７第11項に定める基準によること。
	

	個別基準（汚泥、廃酸又は廃アルカリに含まれるシアン化合物
の分解施設）
	計画

	①　高温熱分解方式の施設にあっては、アの①の例によるほか、省令第12条の７第13項第２号に定める基準によること。
②　①に掲げる事項のほか、省令第12条の７第12項第１号及び第３号に定める基準によること。
	

	個別基準（破砕施設）
	計画

	① 騒音規制法、振動規制法又は静岡県生活環境の保全等に関する条例の特定施設に該当する場合は、必要に応じてこれらの法令に基づく基準以下とするための適切な騒音・振動対策を講ずること。 
② ①に掲げる事項のほか、省令第12条の７第９項に定める基準によること。
	

	個別基準（汚泥の脱水施設、乾燥施設及び天日乾燥施設、有害物質を含む汚泥のコンクリート固形化施設、廃水銀等の硫化施設、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設、廃ポリ塩化ビフェニル等又はポリ塩化ビフェニル汚染物又はポリ塩化ビフェニル処理物の洗浄施設又は分子施設）
	計画

	省令第12条の７第２項、第3項、第４項、第10項、第12項、第14項、第15項、第16項又は第17項に定める基準によること。
	






静岡市産業廃棄物最終処分場の維持管理に関する指導基準

	共通基準
	計画

	（１） 囲い等の管理
ア　一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る基準上の基準を定める省令（以下「最終処分基準省令」という。）第２条第１項第２号イ及び同項第３号イ並びに同項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第１条第１項第１号に規定する囲い及び門扉が破損した場合は、速やかに補修すること。
イ　作業終了後又は作業員等が不在のときは、出入り口を閉鎖し、施錠すること。
	

	（２）立札等の管理
最終処分基準省令第２条第１項第１号に規定する立札その他の設備が破損した場合は、速やかに補修すること。
	

	（３）防火
ア　埋立地内での火気の使用を禁止すること。
イ　消火器その他の消火設備は、常に充分な管理を行い、所定の能力が発揮できるよう点検整備を行うこと。
	

	（４）地表水集排水設備
地表水が埋立地の開口部から埋立地へ流入するのを防止することができる開渠その他の設備（以下「地表水集排水設備」という。）及び付替水路に設けられた開渠その他設備の機能を維持するために、開渠等に堆積した土砂等の除去その他の措置を講ずること。
	

	（５）水質検査
次に掲げる水質検査は、公的機関又は計量法（平成４年法律第51号）の登録を受けた環境計量証明事業所で実施すること。
ア　最終処分基準省令第２条第２項第１号及び第３号においてその規定の例によるされる最終処分基準省令第１条第２項第10号に規定する水質検査
イ　最終処分基準省令第２条第２項第２号ハ及びホに規定する水質検査
ウ　最終処分基準省令第２条第２項第３号においてその規定の例によるとされる最終処分基準省令第１条第２項第14号ハに規定する水質検査
エ　最終処分基準省令第２条第３項第３号ロにおいてその規定の例によるとされる最終処分基準省令第１条第３項第６号に規定する水質検査
	

	（６）法面の保護
ア　法面に植生工が施されている場合は、施肥等を行うこと。
イ　法面に小段排水溝及び縦排水溝が設置されている場合は、適切に排水されるよう必要な措置を講ずること。
	

	（７）基準高等の管理
ア　基準高、丁張及び区域杭の表示設備は、常に判別できる状態に保つこと。
イ　基準高、丁張及び区域杭の表示設備が損壊した場合は、速やかに補修すること。
	

	（８）使用道路
ア　廃棄物運搬車両の走行する道路（以下「使用道路」という。）について通学路、道路事情その他の理由により交通整理を必要とする場合は、交通整理員の配置等安全の確保を図ること。
イ　使用道路は、常に清掃し、清潔の保持に努めるとともに、補修等その他必要な措置を講ずること。
	

	（９）施設能力に見合った処理
産業廃棄物の最終処分場への搬入は、最終処分場の処理能力を超えないように行うこと。
	

	（10）事故の防止
ア　常に事故の防止を発生するための巡回監視及び点検を実施すること
イ　台風、大雨等災害発生の恐れがある場合は、必要な措置を講ずることにより事故の未然防止を図ること。
	

	（11）記録及び保存
ア　産業廃棄物の搬入に係る車両及び産業廃棄物の種類を確認の上、これを記録し、５年間保存すること。
イ　最終処分場における埋立処分の進行状況を３カ月に１回以上同一の位置から撮影し、５年間保存すること
ウ　埋立処分が終了したときは、次の事項に関する記録を作成し、保存すること。
　（ア）最終処分場の所在地
　（イ）最終処分場の廃止までの間の管理者及びその連絡先
　（ウ）埋め立てた産業廃棄物の種類及び量
　（エ）埋立地の面積、埋立ての深さ及び覆土の厚さ
　（オ）埋立処分の方法
　（カ）埋立処分開始年月日
　（キ）埋立処分終了年月日
　（ク）埋立終了時の最終処分場の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図
	

	（12）埋立処分終了時の措置
ア　埋立処分を終了する場合には、その表面を土砂で１ｍ以上覆土すること（遮断型最終処分場を除く。）
イ　埋立処分が終了した埋立地には、雨水その他の地表水を支障なく流下させることができる構造及び規模の排水設備を必要な部分に設置すること。
	

	（13）埋立処分終了後の維持管理
ア　埋立物及び覆土の流出が発生した場合は、速やかに修復すること。
イ　浸出液処理設備を設置している最終処分場については、設備の機器類を点検整備し、維持管理すること。
ウ　最終処分場からの放流水（雨水及び従業員等の生活雑排水を除く。）を河川等の公共水域に放流している場合は、定期的に放流水を採取し、最終処分基準省令別表第一の上欄に掲げる項目を年４回以上分析すること。
エ　地下水の水質観測用井戸を設置している場合は、定期的に地下水を採取し、最終処分基準省令別表第二の上欄に掲げる項目を年２回以上分析すること。
	

	（14）開口部の閉鎖の措置
ア　最終処分場は、埋め立てられた産業廃棄物の飛散及び流出、埋立地からの浸出液による公共用水域及び地下水の汚染並びに埋立地からの火災の発生防止のために必要な措置を講じられていることを確認した上で開口部を閉鎖すること。
イ　アの規定による閉鎖に当たっては、閉鎖後に生活環境の保全上の問題が生じた場合の責任体制を確立しておくこと。
	

	（15）跡地の利用
最終処分場の跡地については、県及び関係市町等と協議の上適切な跡地利用に努めること。ただし、遮断型最終処分場については原則として跡地利用を行わないこと。
	

	個別基準（遮断型最終処分場）
	計画

	（１）地下水の水質検査
最終処分場の周縁の地下水の水質検査は、最終処分基準省令別表第二の上欄に掲げる項目を年４回以上分析すること。
	

	（２）閉鎖後の管理
最終処分基準省令第２条第２項第１号ニの規定により閉鎖した区画については、覆いを月１回以上点検し、覆いの破損又は埋め立てられた産業廃棄物の保有水の浸出のおそれがあると認められる場合には、速やかに覆いの破損又は埋め立てられた産業廃棄物の保有水の浸出を防止するために必要な措置を講ずること。
	

	個別基準（管理型最終処分場）
	計画

	（１）滞留水の排除
埋立地（内部仕切設備により区画して埋立処分を行う埋立地については、埋立処分を行おうとする区画）にたまっている水は、埋立地又は区画における埋立処分開始前に排除すること。
	

	（２）擁壁等の管理
ア　最終処分基準省令第２条第１項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第１条第１項第４号に規定する擁壁等を月１回以上点検し、これらの設備が損壊するおそれがあると認められる場合には、速やかにこれを防止するための措置を講ずること。
イ　地震、台風等の異常事態の直後には、臨時点検を行うこと。
	

	（３）遮水工の管理
ア　最終処分基準省令第２条第１項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第１条第1項第５号イ及びロに規定する遮水工を月１回以上点検し、その遮水効果が低下するおそれがあると認められる場合には、速やかにこれを回復するために必要な措置を講ずること。
イ　地震、台風等の異常事態の直後には、臨時点検を行うこと。
	

	（４）浸出液処理設備の管理
ア　浸出液処理設備の機能を定期的に点検し、異常を認めた場合及び水質検査結果で異常が生じた場合には、速やかに産業廃棄物の搬入を中止し、その原因を調査し、市と協議の上必要な措置を講ずること。
	

	（５）地下水の水質検査
最終処分場の周縁の地下水（水面埋立処分を行う最終処分場にあっては、その周辺の水域の水）の水質検査結果に異常が生じた場合には、速やかに産業廃棄物の搬入を中止し、その原因を調査し、市と協議の上必要な措置を講ずること。
	

	（６）発生ガス排除設備の管理
ガス抜き設備の点検は、月１回以上行うこと。
	

	（７）中間覆土
ア　埋め立てる産業廃棄物の各層の厚さは、次のとおりとし、各層の間に土砂による覆土を0.5ｍ以上行うこと。
　（ア）埋め立てる産業廃棄物が有機性汚泥、動植物性残さ、動物のふん尿及び動物の死体をおおむね40％以上含む場合は、0.5ｍ以下とすること。
　（イ）上記以外の場合は、３ｍ以下とすること。
イ　中間覆土の施工が支障なく行われるよう、産業廃棄物の
搬入を計画的に行うこと。
ウ　中間覆土に必要な土量は、常に確保しておくこと。
	

	個別基準（安定型最終処分場）
	計画

	（１）擁壁等の管理
ア　最終処分基準省令第２条第１項第３号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第1条第１項第４号に規定する擁壁等を月１回以上点検し、これらの設備が損壊するおそれがあると認められる場合には、速やかにこれを防止するための措置を講ずること。
イ　地震、台風等の異常事態の直後には、臨時点検を行うこと。
	

	（２）放流水の水質検査
最終処分基準省令第２条第２項第２号ハに規定する水質検査の結果に異常が生じた場合には、速やかに産業廃棄物の搬入を中止し、その原因を調査し、市と協議の上必要な措置を講ずること。
	







静岡市産業廃棄物処理施設等（中間処理施設）の設置等に係る指導基準（構造基準）

	（１）共通基準
	計画

	ア 囲い等
（1） 施設の周囲には、人がみだりに施設内に立ち入るのを防止することができる囲いを設けること。
（2） 出入口は、原則として１箇所とし、施錠できる門扉を設けること。
（3） 囲い及び門扉は、容易に転倒せず、又は破壊されない材質及び構造とすること。
	

	イ 表示等
出入口付近の見やすい場所に、次の様式により、産業廃棄物の中間処理施設である旨を表示する立札その他の設備を設けること。
	


	ウ 緩衝地帯
原則として、敷地境界から１メートル以上の距離を確保した緩衝地帯を設け、緑化に努めること。
	

	エ 搬入道路
（1） 搬入車両の通行に支障のないよう十分な幅員を確保すること。
（2） 必要に応じて、砂利の敷込み又は舗装を行うこと
（3） 公道への取付けに当たっては、道路管理者と協議すること。
	

	オ 消火設備
可燃性の産業廃棄物を取り扱う場合は、消火器、貯水槽、散水器その他の適切な消火設備を設けること。
	

	カ 洗車設備
必要に応じて、運搬車両の洗車設備を設けること。
	

	キ　駐車設備
車両の通行及び産業廃棄物処理に支障が生じないよう、必要に応じて運搬車両の駐車設備を設けること。
	

	ク　雨水等の流入防止
施設内に外部の雨水等が流入するのを防止することができる開きょその他の設備を設けること。
	

	ケ　管理事務所
施設の維持管理を行うため、必要に応じて施設内に管理事務所を設置すること。
	

	コ　アからケまでに掲げる事項のほか、構造耐力、処理能力、腐食防止等の必要な基準は、 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号。以下「省令」 という。）第12条各号に定めるところによること
	

	（２）個別基準（焼却施設）
	計画

	（ア）大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）に定めるばい煙発生施設に該当する場合は、煙突等に測定口を設け、必要に応じて同法に基づく排出基準以下とするための適切なばい煙処理設備を設けること。
（イ）炉内温度を管理するための温度計、記録計等を設置すること。
（ウ）（ア）及び（イ）に掲げる事項のほか、省令第12条の２第５項（ガス化燃焼方式のものにあっては省令第12の２第６項）に定める基準によること。
	

	（２）個別基準（廃酸又は廃アルカリの中和施設）
	計画

	（ア）水素イオン濃度指数調整槽内の水素イオン濃度指数を管理するための水素イオン濃度指数計、記録計等を設置すること
（イ）（ア）に掲げる事項のほか、省令第12条の２第８項に定める基準によること。
	

	（２）個別基準（水銀又はその化合物を含む汚泥のばい焼施設）
	計画

	（ア）ばい焼室内の温度を管理するための温度計、記録計等を設置すること。
（イ）（ア）に掲げる事項のほか、省令第12条の２第11項に定める基準によること。
	

	（２）個別基準（汚泥、廃酸又は廃アルカリに含まれるシアン化合物の分解施設）
	計画

	（ア）高温熱分解方式の施設にあっては、分解質の出口における炉温を管理するための温度計、記録計等を設置すること。
（イ）（ア）に掲げる事項のほか、省令第12条の２第13項に定める基準によること。
	

	（２）個別基準（ポリ塩化ビフェニル汚染物又はポリ塩化ビフェニル処理物の洗浄施設又は分離施設）
	計画

	（ア）ポリ塩化ビフェニル汚染物又はポリ塩化ビフェニル処理物の洗浄に適する洗浄設備及び洗浄剤の回収分離設備を設けること。
（イ）（ア）に掲げる事項のほか、省令第12条の２第17項に定める基準によること。
	

	（２）個別基準（破砕施設）
	計画

	（1） 騒音規制法、振動規制法又は静岡県生活環境の保全等に関する条例の特定施設に該当する場合は、必要に応じてこれらの法令に基づく基準値以下とするための適切な騒音・振動防止設備を設けること。
（2） （ア）に掲げる事項のほか、省令第12条の２第９項に定める基準によること
	

	（２）個別基準（汚泥の脱水施設、乾燥施設及び天日乾燥施設、廃油の油水分離施設、有害物質を含む汚泥のコンクリート固型化施設、廃水銀等の硫化施設、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設、廃ポリ塩化ビフェニル等又はポリ塩化ビフェニル処理物の分解施設並びにポリ塩化ビフェニル汚染物の分解施設）
	計画

	それぞれ省令第12条の２第２項、第３項、第４項、第7項、第10項、第12項、第14項、第15項又は第16項に定める基準によること。
	





静岡市産業廃棄物最終処分場の構造等に関する指導基準

	共通基準
	計画

	（１）囲い等
ア　最終処分基準省令第２条第1項第２号イ、同項第３号イ及び同項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第１条第１項第１号に規定する囲いは、高さ1.5ｍ以上の耐久性を有する亜鉛引鉄板、有刺鉄線等とすること。なお、有刺鉄線の場合は、張り間隔を30cm以下とすること。
イ　出入口は原則として１か所とし、門扉は周囲の囲いと同等又はこれ以上の構造を有し、施錠できるものとすること。
	

	（２）立札等
可燃性の廃棄物を埋立処分する場合には、赤色で火気注意の旨の立札等により表示すること。
	

	（３）地滑り防止工・沈下防止工
ア　最終処分場をやむを得ず傾斜地、崖地等に設置しようとする場合には地滑りの有無に、軟弱地盤等に設置しようとする場合には沈下の有無に特に注意を払って検討し、地質上の安全性の確認を行うこと。
イ　最終処分場の地盤の滑りを防止し、又は最終処分場に設けられる設備の沈下を防止する必要がある場合には、十分な地盤支持力等が得られる防止工法を採用すること。
	

	（４）貯留構造物（擁壁等）
ア　最終処分基準省令第２条第１項第２号ロに規定する外周仕切設備並びに最終処分基準省令第１条第１項第４号に規定する擁壁等の構造耐力上の安全性を確認するため、次に掲げる事項の検討を行うこと。
（ア）コンクリート擁壁の設計
　a　転倒、滑動に対する安定計算
　b　地盤許容支持力に対する安定計算
　c　その他必要な安定検討
（イ）土えん堤の設計
　a　基礎地盤及び使用土質の安定検討
　b　形状（法面、高さ、提頂部等）の安定検討
　C　その他必要な安定検討
イ　アに規定する外周仕切設備及び擁壁等に使用される材料がコンクリートである場合には、酸、塩類、海水、油類等によって腐食することのないよう、外周仕切設備及び擁壁等の表面コーティングやライニング施工等の措置を講じること。
	

	（５）地表水集排水設備
ア　埋立地の周囲には、地表水が埋立地の開口部から埋立地へ流入するのを防止することができる開渠その他の設備（以下「地表水集排水設備」という。）が設けられていること。
イ　埋立地外流水域を含んだ水路が埋立地内を通過する場合には、埋立地の周囲に付替水路を設けること。
ウ　地表水集排水設備及び付替水路は、原則として開渠とすること。
エ　地表水集排水設備及び付替水路から地表水等を河川等に放流する場合は、河川管理者等と協議するとともに、地表水集排水設備の流末には必要に応じ調整池を設置すること。
オ　地表水集排水設備及び付替水路の設計は、計画雨水量を算定し、これに対応した断面、勾配及び流速を検討の上流量を計算し、流化能力の安全性を考慮し行うこと。なお、計画雨水量及び流量は、原則として次式により算定すること。
　（ア）計画雨水量の算定
　　　　Ｑ＝１／360×Ｃ×Ｉ×Ａ
　　　　　Ｑ：計画雨水量（㎥／sec）
　　　　　Ｃ：流出係数（0.5～1.0）
　　　　　Ｉ：降雨強度（mm／hr）
　　　　　Ａ：流域面積（ha）
　　　　　ただし、Ｉは静岡市土地利用事業の適正化に関する指導要綱（平成15年静岡市告示第19号）の規定に準ずること。
　（イ）水路の流量計算（マニングの式）
　　　　Ｑ＝Ａ×Ｖ
　　　　Ｖ＝１／ｎ×Ｒ2/3×Ｉ1/2
　　　　　Ｑ：流量（㎥／sec）
　　　　　Ａ：流水の断面積（㎡）
　　　　　Ｖ：流速（ｍ／sec）
　　　　　ｎ：粗度係数
　　　　　Ｒ：径深（ｍ）（＝Ａ／Ｐ）
　　　　　Ｐ：流水の潤辺長（ｍ）
　　　　　Ｉ：動水勾配（分数又は少数）
	

	（６）保安距離
隣接地の安全確保のため、原則として道路、水路その他の工作物等の敷地と接する場合には５ｍ以上、その他の場合には２ｍ以上の距離を確保すること。
ただし、現に利用されていない道路、水路その他公共施設又は工作物等の敷地と接する場合等にあっては、その距離を短縮できるものとする。
	

	（７）崩壊防止
埋立地の切土及び盛土による崩壊を防止するため次の防災対策を講じること。 
ア 地山の切土高は、原則として15ｍ以内とし、土質及び切土高に応じ表―１に掲げる切土標準勾配以下とすること。
イ 傾斜地等に埋め立てを行う場合の盛土高は、原則として1　5ｍ以下とし（参考図―１）、盛土高が５ｍ以内ごとに幅２ｍ以上の小段を設けること。 また、埋立後の法面勾配は、１：2.0以上の緩勾配とすること。 
ウ 埋め立て後の法面保護のため、原則として表―２に掲げる工法による法面保護工を施すとともに、雨水排除のための小段排水工及び縦排水工を設けること。
	

	（８）その他の防災対策
防災対策は、第４－(4)から(7)までに定めるもののほか、静岡市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に準ずること。
	

	（９）基準高等の設定
ア 埋立地の周囲には、廃棄物の埋立高及び最終覆土高が常に判別できる基準高を４か所以上設けること。 
イ 基準高の設定は、地盤の安定した位置を選定するとともに、耐久性を有する構造のものとすること。 
ウ 切土又は盛土勾配が判る丁張を設けること。
	

	（10）区域杭
ア 最終処分場及び埋立地の区域を明確にするために、原則として各変化点ごとに区域杭を設置すること。 
イ 区域杭は境界標杭（60mm×60mm×600mm）とし、頭頂部分は赤色とすること。
	

	（11）搬入路等
ア 既存の搬入路を使用する場合は、必要に応じ、搬入路の拡幅、退避場所等の設置を行い、車両の通行に支障のないものとすること。 
イ 搬入路は必要に応じ、砂利等の敷込み又は舗装を行うこと。 
ウ 搬入路を新設する場合の法面は、地質等を考慮した安全な勾配とすること。 
エ 認定道路への取付けにあたっては、道路管理者と協議を行うこと。 
オ 最終処分場内の通行路は、車両の通行及び遮水工等に支障のないものとすること。
	

	（12）消火設備
最終処分場内には、原則として消火用ポンプ、貯水槽その他の防火設備を設けること。
	

	（13）管理棟
最終処分場の設置及び維持管理を行うため、必要に応じ最終処分場区域内に仮設の管理棟又はこれに準ずるものを設置すること。
	

	（14）覆土用土砂等置場
原則として最終処分場内に覆土用土砂等置場を設けること。
	

	（15）埋め立て後の措置
埋立地は、最終覆土終了後、雨水等による浸食を防止するため、植栽等の措置を講ずること。
	

	個別基準（管理型最終処分場）
	計画

	（１）遮水工
ア 最終処分基準省令第２条第１項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第1条第1項第５号イに規定する遮水シートの敷設に当たっては、遮水シートと遮水シートの接合部及び遮水シートとコンクリートの接合部から浸出水が漏水しないよう確実に接合すること。 
イ アに規定する遮水シートの固定は、天端部及び小段部ごとに行うとともに、地盤に確実に密着させること。
	

	（２）保有水等集排水設備
最終処分基準省令第２条第１項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第1条第1項第５号二に規定する保有水等集排水設備は、次の要件を備えること。 
ア 保有水等集排水設備は管路式とし、管種は、有孔塩化ビニ　　　　ール管、有孔鉄筋コンクリート管又は透水コンクリート管等とすること。 
イ 保有水等集排水設備は、埋立地内に保有水が滞留することのないよう自然流下可能な勾配とし、管径は、水の深さが径の3分の１から2分の１までとなるよう断面計算を行い、決定すること。
また、集排水管の最小管径は、100mmとすること。
ウ 集排水管の敷設に当たっては、管路底部に砂利、砕石等を敷いた基礎の上に行うこと。 
エ 集排水管は、栗石、砕石等をフィルター層とする被覆材により覆うこと。 
オ 集排水管により集められた保有水等を、ポンプアップにより浸出液処理設備に送水する場合には、集水ピット等を集排水管末端に接続して設けること。
	

	（３）浸出液処理設備
最終処分基準省令第２条第１項第４号の規定によりその規定の例によるとされる最終処分基準省令第1条第1項第５号ヘに規定する浸出液処理設備は、次の要件を備えること。 
ア 計画処理水質は、放流先の利水状況等の環境保全面を勘案し、設定すること。
イ 浸出液処理水量は、原則として次式を用いて算出すること。 なお、次式以外の方法で算出する場合には、その根拠を明らかにすること。
Ｑ＝１／1000×Ｃ×Ｉ×Ａ
Ｑ：処理水量（㎥／日） 
Ｃ：流出係数（0.5～1.0） 
Ｉ：年平均の日降雨量（mm／日） 
Ａ：埋立地の面積（㎡） 
(注) Ｉは、埋立期間と同じ期間以上の過去における最大月間降雨量の日換算値を年ごと に算出し、その平均とすること。
ウ 浸出液の処理方法は、流入水量、流入水質、放流水質並びに処理施設の立地条件及び維持管理条件等を勘案し、決定すること。 
エ 浸出液処理設備の流末については、第４－(5)－エの定めを準用すること。
	

	（４）地下水の水質観測用井戸
ア 埋立地からの浸出液による地下水汚染を監視するため、水質観測用井戸等を設けること。 
(ア) 井戸の設置場所は、擁壁等の下流側で地下水の流路と考えられる地点とすること。 
(イ) 井戸の深さは、原則として第一帯水層までとし、地下水をくみ上げることができる構造とすること。 
イ 水質観測用井戸として既存の井戸を使用する場合は、設置場所及び深度が、観測に適するものであること。
	

	（５）発生ガス排除設備
発生ガスによる火災、悪臭、立木の枯死等を防止するため、埋立廃棄物の種類、性状等に応じ、ガス抜き設備を設けること。 また、設置に当たっては、次の要件を備えていること。 
ア ガス抜き設備の材質は、発生ガス等に対し耐食性を有すること。 
イ ガス抜き設備の構造及び敷設工法は、埋立廃棄物の種類、性状及び埋立工法を勘案し、選定すること。
ウ ガス抜き設備は、周囲の土圧に耐え得る強度を有すること。
	

	（６）その他の設備
ア 必要に応じ、廃棄物の飛散防止用の設備を設けること。 
イ 原則として、ねずみの生息、及び蚊、はえその他の害虫の発生を防止するために駆除設備を設けること。
	

	個別基準（安定型最終処分場）
	計画

	（１）埋立地内の集排水設備
埋立地が谷状をなしている場合等には、必要に応じ埋立地内の雨水等を速やかに排除するため の集排水設備（多孔管等）を設けること。
	

	（２）その他の設備
必要に応じ、１－(6)に定める設備を設けること。
	






静岡市産業廃棄物処理施設等の設置等に係る指導基準（立地環境、立地要件）

立地環境
	基準
	計画

	（1） 生活環境に関する事項
大気汚染、騒音、悪臭若しくは振動又は河川、水路、地下水等の汚染による生活環境 への影響のおそれがないこと。
	

	（２）施設距離の確保に関する事項
学校、図書館等の教育・文化施設又は病院、老人ホーム等の医療・福祉施設の敷地境 界からの距離が、おおむね100メートル以上あること。
	

	（３）地域、区域等の制限に関する基準
中間処理施設にあっては、次の地域、区域等を原則として含まないこと
(1) 自然公園法（昭和32年法律第161号）に規定する特別地域及び普通地域
(2) 静岡県立自然公園条例（昭和36年静岡県条例第53号）に規定する特別地域及び普通 地域
(3) 自然環境保全法（昭和47年法律第85号）に規定する原生自然環境保全地域
(4) 静岡県自然環境保全条例（昭和48年静岡県条例第９号）に規定する特別地区及び普通区域
(5) 静岡市景観条例（平成20年静岡市条例第18号）に規定する景観計画重点地区
	



立地要件
	基準
	計画

	（1） 予定地の使用権原を有すること。
（2） 予定地に係る関係法令又は要綱その他の行政指導による規制を受ける場合は、これらの 法令等による手続をとること。
	




